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ウィリアムソン研究(その 1)

……バーナードからウィリアムソンへ (1) 

(目次〕

1.序

2.市場と組織

2.1 予備的考察

2.2 市場

2.2.1 市場……ウィリアムソン

2.2.2 市場……バーナードとウィリアムソシ

3.個人とその制約的要因

3.1 バーナード理論

驚藤直機

3.2 個人とその制約的要因……バーナードとウィリアムソン

4.制約付の合理性と環境の不確実/複雑性

4.1 制約付の合理性……サイモγ

4.2 制約付の合理性……ウィリアムソン

4.3 環境の不確実性/複雑性・…・・ウィリアムソ γ

4.4 制約的要因……バーナードとウィリアムソン

4.5 協働体系一組織一管理…バーナード理論

5.市場取引と内部組織化された取引

5.1 ウィリアムソ γ理論

5.2 バーナードとウィリアムソン(以上本号〉

6. オポチュニスムと少数者取引

7.情報の偏在

8. Atmosphere 

9.結

1. 序

「バーナード革命」とL寸表現(飯野， 1978， pp. 3， 148)は，組織論研究

者にとって特別の響きをもつが，バーナー F(Chester I Bamard〉の「組
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織論J(1938)は，その理論的な継承・発展方向の 1つとして，カーネギ一一

メロン・グルーフJの中心であるサイモグ (HerbertA. Simon)によって彼自

身の「組織論J(1945)の出発点とされている。また，同グループのウィリア

ムソご (OliverE. Wil1iamson)による展開も見逃す事は出来ないと考えら

れる (Ouchi，1977， p. 544)。

そこで， 本稿では， 組織論研究者の必読文献であり， さらにマーチーサイ

モン CJamesG. March and Herbert A. Simon)およびトンプソン CJames

D. Thompson)の研究を陳腐化せしめ，ウエーパ一流のアプローチに疑問を

投げかける文献であるとの書評 (Ouchi，1977， p. 540)を受けているウィリ

アムソンの「市場と組織J(Wil1iamson， 1975)の一意向、ら，特にバーナード

との関連で「組織の失敗のフレーム・ワーク」を検討してみたし、。なおオー

ウチ (Wil1iamG. Ouchi)は，このフレーム・ワークを次のように評価して

いる。

The implications of this innocent paradigm are nothing short of 

revolutionary within organization theory (1977， p. 541). 

1) The New York Times (June 8，1961， at p. 35， cols. 4-5)， Wolf (1961; 1975， 

pp. 25-98; 1978)， Roethlisberger (1968)を参照されたい。

2) 本稿は， Barnard (1968， 1976)に依りつつ，彼による他の論文も若干含めて検討

している。

3) Andrews (1968， pp. xvi-xvii)，真野(1972，pp. 28-37; 1978， pp. 206-209)， 

Pfeffer (1977. pp. 677-678) を参照されたい。同グループに対する Wi11iamson

(1975， p. xii)の指摘も併せて，参照されたい。

4) “Simon" (1978-1979， p. 2989) 

5) 岡本・高宮(1975，pp. 239-240)，“Wi11iamson" (1978-1979， vol. 2， p. 3495) 

2.市場と組織

2.1 予備的考察

ノミーナードは，伝統的な経済学が， とりわけ「企業の理論」を展開するに

さいしていくつかの重要な前提を問うことなく，いわば与件として背後にお
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しやっている事に対して問題提起を行ない 0976，序， pp. 40-41)， よりふ

くらみのあるものとして「企業」をとらえる事を提唱し，それを「経営者の

役割J(1976)の中で展開している。

彼の「組織論」は，前述のように，サイモン，ウィリアムソンへとその継

承・発展の流れを把握できるのであるが，両者は，バーナード同様，企業レ

ベルの「経済理論」が，問題領域を狭く限定する事のない様，組織理論の領

域をとり込み， 1企業行動の理論」を展開しようと試みてきょ

もっとも， ミクロ・エコノミックスの領域である企業の理論と，主として

社会学，心理学の研究分野である組織論とを融合させるという事は，一朝一

タになしうるものでないであろう。

さてミクロ・エコノミックスの分野は，その議論の厳密性を追うことによ

り 1一般均衡解」の存在を証明する段階を経ており，かたや組織論は， 個

別の研究を重ねているのが現状である(野中， 1974)。ミク戸・エコノミック

スの分野は，上述の段階からさらに「市場の失敗J(Arrow， 1970， pp. 67-

68 ;今井他， 1974，第 7章〉 とし寸現象に焦点を当て 1企業」のみならず

「市場」をもあたかも 1つの「質点」であるかにみなすという考え方 (Arrow，

1977， p. ix)を問題とするようになってきている。また組織論の分野において

も，例えば「組織の定義J1つをとりあげても，それに関する研究者間のコ

シセンサスがあるとは必ずしも言えない状態である (Sherif& Sherif， 1969， 

pp. 149-150; Porter et al.， 1975， pp. 67ー 71)。

こうした現状にあって，サイモンは早くからミクロ・エコノミックスのよ

ってたつ前提に対して疑問を投げかけつつ研究を進めてきたのであったが，

後述の制約条件によって，両領域を結びつけてよりふくらみのある議論に迄

まとめあげる事が必ずしも出来なかったようである (Wi1liamson，1975， pp. 

21-22)。その作業は， ウィリアムソンによって一つの結実に至ったとみる

事が出来ょうが (Ouchi，1977， p. 544)，彼のイノセントなパラタγ ムはバ

ーナードの協働体系，組織の理論に結びつけて論じるとき，両者の意図せん

とする問題領域がより一層明らかとなると考えられる。
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2.2 市 場

2.2.1 市場……ウィリアムソン

「市場」とは，さしあたり「取ヲIJ(transaction)の結びっく「場」とみて

よいであろうが，ウィリアムソンによれば，この「市場」は，彼の「市場と

組織」の分析の出発点である (1975，pp. 20， 132)。

ウィリアムソンの分析のプリミィティブ・タームである「取ヲIJ(1975， pp. 

xi-xii， pp. 1， 3)は，大別して「市場媒介的取ヨIJと「内部組織化された取

ヲIJに二分される。つまり， r市場」は， r取ヲUを完成するための代替的モ

ードである r(内部〉組織」と対比されるのである (1975，p. 8)。

次に「市場媒介的取引」は，オートノマスな契約者(取引主体〉による取

引であり (1975，pp. 41， 248)，さらにこの契約者にはその「合理性」につい

てきわめて強い想定が行なわれ， しかもその市場取引について「完全競争」

を暗黙のうちに仮定していると解され，またそこに「はじめに市場ありき」

として出発するウィリアムソンの意図が読みとれるのである。

こうした想定のもとでの取引は，ウィリアムソンにあっては「組織の失敗

のフレーム・ワークJ(“The Organizational Failures Framewo必つを使

用して「市場の失敗」から「取引の内部組織化」へと比較経済システム的に

統一的に説明が加えられていくのである。そして， rはじめに市場ありき」

(1975， p. 20)，および「はじめにセントラルプランニングありきJ(1975， p. 

21)いずれを出発点としてとるにせよ，彼のフレームワークで説明しうると

いうのが，ウィリアムソンの主張である (1975，pp. 8-9， p. 21)。

ところで，ウィリアムソンは，取引を行なう主体の側と，その取引が行な

われる環境条件の双方から「市場媒介的取i51Jを失敗に導く要因を説明しよ

うとしている (1975，pp. 8-9)。市場媒介的取引には，その極として自律的

な契約者 (autonomouscontructors) (もしくは取引主体〉が想定され， し

かもこの契約者には「制約の付かない合理性」が仮定されているとみてよい

であろう。
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さらにこの「合理性」は，取引環境との関連で「取引環境に関する将来の不

確実性」と「取引環境の複雑性1を制約条件として含まないような，きわめ

て強い仮定をおくことと裏腹な関係にあるものとされる 0975，pp. 9， 22)。

2.2.2 市場……バーナードとウィリアムソン

ところで，こうした「市場媒介的取ヲIJは，パーナード理論の中にはどの

ように位置づけられるであろうか。ここでは十分な検討を加えることはしな

いが， r協働体系」のーっとして「市場」をとらえ， そこにおいて活動する

個人を，選択力，決定力，自由意思を有しそれ故，個人的責任を負いうる者

(1976， p. 14)としてとらえる事によってウィリアムソンにおける「市場媒

介的取ヲIJとその主体と対比させる事が出来るのではなし、かと考える。もっ

とも，パーナードにおける[協働体系」は，物的，生物的，個人的および社

会的な諸要素がひとつでも欠けている場合には存在しないと考えられるから

(1976， p. 47)，こうした対比が困難であれば，パーナードの「組織と管理」

(1972)に再録されている論文 (1944)における「側生組織J(1972， pp. 136-

144 ;真野， 1978， pp. 54一一56)を考えるならば，そのイメージする内容が，

ウィリアムソンの「市場」に近いと言えるかも知れなし、。ただ，パーナード

のいう「側生組織」は，公式組織の一つの範障とされており，又「市場」を

広く「非公式組織」の一種とみら見解 (K伽， 1976， pp. 34， 381)もあるこ

とから，その対比についてはさらに議論を要する故，ここでは，上述のよう

な指摘のみに留め，次に議論を進めたい。

1) 関連して， Gordon (1976， p. 7)を参照されたい。 I

2) それらの分野と[管理論J(Hicks， 1975， chap. 9) を含めて， Scott (1961)， 

(Hickson (1966 ，pp. 227， 233))， Pugh (1966)， Hicks (1975， part 2) March and 

Simon (1977， chaps. 1-2)を参照されたい。

3) 個別の研究の提唱については， Simon (1975， p. 319)を参照。

4) もっともサイモンが，バーナードとウィリアムソンの媒介項的役割を果たしている

事を指摘しておくべきであろうし，その限りでサイモンを参照することが，本論文に

おいてもなされる。

5) さらに， Wil1iamson (1975 a)， p. 452)を参照されたい。広く「内部組織の経済

学」との関連では，今井 (1977)とそれに続く特集を参照されたい。
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6) r完全競争」概念については， Stigler (1957)， McGuire (1964， p. 72 (46))， 

McNulty (1968)，野口(1974，p. 67)， Crew (1975， p. 61)を参照のこと。

7) Williamson (1975 p. 40)に，その図解がある。

8) Williamson (1975， pp. 5， 253 (4)) の意味で使われている。村上他 (1976，pp. 

1-2)の使い方と同様であると考えられよう。

9) Williamson (1973， pp. 317-318)を参考にした。

10) ノミーナード (1968，p. 96)における，“非公式組織"のとらえ方は，乙うした考え

方に近く注目に値しよう。「側生組織」は，ウィリアムソンの PeerGroup (水平的

チーム， 訳語は浅沼(1977， p. 145) による)と近い内容と考えられる。ただし，

Barnardの「組織」と「集団」の相違に関する議論(1968，PP.68-70)も参照され

fこい。

11) 公式一非公式両品目哉に関してはさらに， Porter et al. (1975， pp. 21-22)を参照

されたい。

3. 個人とその制約的要因

3. 1 バーナード理論

ノミーナードの主著 (1968，1976)の出発点は，人間の特性に関する仮説で

ある。人間の行動の心理的な力について，人聞には，選択力，決定能力なら

びに自由意思があるものと認める立場 (1976，p. 14)を，前述したようなき

わめて強い仮定と解するならば，ウィリアムソン理論における自律的な契約

者の立場となろう。

ノくーナードは，次いで聞をおかずに“……しかし，この選択力には限界が

ある。……個人が，物的，生物的，社会的要因の結合した一つの活動領域で

ある限り，これは当然のことである (1976，p. 14) "と述べている。これは

いわゆる“経済人"の仮定に対して，バーナードが協働体系の理論や，組織

の理論を構成するために必要とした前提で、ある (1976，p. 15)。

ところで，バーナードにあっては，個人にとっての物的，生物的，社会的

要因は，環境要因として，個人の動機の具体的な表現である目的との関連か

らとらえられる内容である。つまり， こうした環境要因は，個人の行為

(activitiesもしくは action)が，これら要因の，目的との結びつきの上から
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吟味されるときに，その意義が浮彫りにされると考えてよいのである。

ノ〈ーナードにあっては，このように，環境要因が目的(これも環境要因の

一部を構成することになるが〉との関連で，制約条件として位置づけられる

点が大きな特徴である。

加えて，個人レベルから眺めた場合の環境要因，つまり制約的要因は，戦

略的要因として何らかの形で克服されていくのであるが，その克服時点で

「協働」がその糸口となると考えられる。

ノミーナードは， この「協働」の契機を， r物的制約j，r生物的制約j，r心

理的要因j，r社会的要因」に一応分かち，説明を加えているのであるλこ

れらの要因のうち，個人に視点を充てた場合，バーナードが最も重要である

とみなすのは，個人の「生物的制約」ある (1968，p. 60)。そして，この制約

が克服される最も有効な方法は，上述の如く「協働」であるく1968，p. 60)。

「協働」は， r集団」あるいは「組織」現象をひき起すのであるが，同時にそれ

は，集団的，組織的もしくは，非個人的な目的の採用を予定させる事になる。

次に，パーナードが r協働」とは「全体状況」の「社会的側面」であっ

て r社会的要因」が「協働」によって不可避的に生じる事を指摘している

点 (1968，p. 60)も， ウィリアムソンとの関連で， r生物的要因」とともに

注意しておくべきである。

3.2 個人とその制約的要因……バーナードとウィリアムソン

以上述べてきたことから，パーナードが個人の協働レベノレにおいて，それ

も制約要因となる「目的」との関連から，制約要因を述べてきていることが

判明する。

特にウィリアムソン理論との対比で言うならば，バーナードにあっては明

確に「目的」概念を明示する形で議論が行なわれているのに対して前者におい

ては，必ずしも明示する形で議論が行なわれていないと言う事が出来ょう。

そして， カーネギーメロン・グループに対するアンドリウス (KennethR. 

Andrews) の指摘 0976，p. 24) がこの場合にもあてはまると言えるので
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ある。

さて，ウィリアムソンの言う「市場の失敗」と L、う現象は，バーナードの

いう選択力，決定能力，ならびに自由意思をもっという，前述したいわゆる

きわめてきつい仮定をおいた場合の個人に対比させて，選択力に限界のある

いわば，バーナード流には第 1に「生物的な制約要因」をもっ個人，ウィリ

アムソン流には「合理的選択力」に限界のある個人を想定することによって

「組織の失敗のフレーム・ワーク」の人間的要因ヘリンクさせて， そのフレ

ーム・ワークの中で説明できると考えるのであるが，それを論ずる前にバー

ナードの次の指摘を引用しておこう。

「人間の特性こそ，この書物の基本的な公準なのである。人間行動の心理的な

力についてなんらかの立場に立つのでなければ，協働体系の理論や組織の理

論の構成も，組織の行動，管理者やその他組織参加者の行動の意義ある説明も

これをなしえないことが，やがて明らかとなるであろう……。J(1976， p. 15) 

1) もっとも， ζ 乙で，組織の行動は，組織に所属する個人(もしくは集団〕の行動に

還元される ζ とから，その場合の個人の行動を，組織一集団一個人それぞれの環境要

因と考えられるものの内容を検討するととによって，例えば「組織的意思決定」とい

う事を考えるべきであろうから，あくまでも分析的な意味では， ミクロ・エコノミッ

クスの原子論的な個人と，組織にロックされている個人の行動を区別して考える乙と

が良さそうである。加えてこの場合，決定に伴う責任の問題は，個人と組織とでその

担い方も異なるというべきであろう。

2) こうした方法を理解した上で，それらとウィリアムソン以外にも例えば Porteret 

al. (1975， pp. 223， 272， 309) [Bibliographyらんのその他の文献も参照〕の枠組と

の対比を行なうとき，バーナード理論のきわめて示唆的であるととが判明しよう〈例

えば， Barnard (1976， p. 75)と比較されたい。〉。バーナードを読む時はいつでもそ

うであると言えようが，彼の紙織のとらえ方 (1976，pp. 77-84)， とくに「どこにも

存在しない (1976，p. 83) oJというとらえ方，に注意しておきたい。

3) 協働には，そのいろいろなタイプを想定し得ょうが，その協働自身も，各種の制約

をひき起すととも注意したい (Barnard，1968， p. 60)。

4) もっとも，バーナードが「個人と組織」を考察するにあたり， r集団」に関する考察

を明示的には行なってはいないとの印象も受けようが，例えば，バーナードの「権威J

に関する議論を「集団」にも適用出来るという見解 (Barnard，1968， p. 161; Homans， 

1951， p. 418)にも注意すべきであろう。
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5) もっとも，ウィリアムソン理論における「組織の定義J(Ouchi， 1977， p. 542)を

議論するさいに「目的」概念が暗黙の前提として入り込んでくるとみる乙とができる

かも知れない。

6) ウィリアムソ γの「市場の失敗」の概念については，三浦(1976，p. 312)を参照。

4. r制約付の合理性」と環境の不確実性/複雑性

4. 1 制約付の合理性……サイモン

サイモンは，上述のパーナードの立場を継承して，次のように述べている。

「組織は，もっとも“自然的"でなし、，もっとも合理的に企図された人間の

結合単位である。しかし，逆説的なことには，構成員が“完全に合理的"な

人間(無限に適応可能〉であるような組織に関する理論はまずほとんど完全

に空虚である。組織が人間の目的達成のための有益な道具である唯一の理由

は，個々人には知識にも，予測力にも，技術にも，時間にも限界があるとい

うことである。組織づくり (Organizing)が，“問題"になる唯一の理由は

単に，組織化された人間集団には目標について合意し，伝達し，協働する能

力に限界があるということである。J(1957， p. 199; 1970， p. 372) 

ノ〈ーナードによって述べられた1"組織論」の前提となる人間仮説は，サ

イモンによってはさらに次のように説明され，それがウィリアムソンによっ

て継承されている。

「現実世界において客観的に合理的な行動をするために，またそのような客

観的・合理的行動に十分近い行動をとるために解かなければならない問題の

大きさに比べてさえも，複雑な問題を定式化し解決する人間の知的能力はき

わめて小さい。J(原文はイタリック， 1970， p. 371， in Wi11iamson， 1975， 

p. 9) 

こうしてウィリアムソンによって継承された，人間行動が“意図的には合

理的であるが，限界がある"(1960， p. xxiv， in Wi11iamson， 1975， p. 21) 

というサイモンの指摘は，バーナード理論における「生物的要因」と結びつ

けられると考えられるが，ウィリアムソンによれば，こうした「制約付の合
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理性」は神経生理学的限界，および，言語上の限界，の両者を含むとされる。

4.2 制約付の合理性……ウィリアムソン

神経生理学的限界としては“誤らずに情報を受けとり (receive)，検索し

(retrieve) ， 処理する (process)個人の能力に関する速度と貯蔵上の限界"

をいう(1975，p. 21)。次¥..'， ，言語上の限界とは，“個人の知識や感じてい

る事柄を語句，数，グラフを使って他人に理解できるような方法で表現する

(articulate)ことが出来ないことに関連する"(1975， p. 22)とされる。

ところで， I合理性の限界」に関する一般的な議論として， マーチーサイモ

ン (1977，chap. 6)およびサイモン (1972)を，ウィリアムソンは示している

のであるが (1975，p. 22)，それらの記述を総合してみると， I合理性の限界」は

環境の不確実性/複雑性と対にして論じられていることがわかるのである。

4.3 環境の不確実性/複雑性……ウィリアムソン

ウィリアムソンによれば， I個人の制約付の合理性」は，上記の環境要因の

下にある限りで意味があるとされるのである (1975，p. 22)が，次いで，条件

付財の市場(今井他， 1974， p' 208;野口， pp. 218ー-221)との関連で彼は

「合理性に関して制約があるという事は， もちろん合理性に限界がある一一

つまり，不確実性と (andjor)複雑性の条件下にある一一限りで興味をひく

のである。これらの条件のいずれかの欠如の下では，最初に適切な条件付行

為が十分に特定されるのである。合理性に限界がなかったなら，条件付請求

契約は完了するのであり，それは，扱われる対象の複雑さがどの程度であれ

そうなのである。J(1975， p. 22) と述べている。

こうして，市場を失敗に導く不確実性/複雑性が論ぜられ， さらに I失

敗」を克服する手段として「組織」が考えられることになるのであるが，ここ

で，ウィリアムソンはサイモン (1972，p. 170)に従って環境の複雑性を，意

思決定の環境として♂近似 (approximation)という事が厳密性 (exact聞の

にとって代わられるという点で環境の不確実性と実質的に同等であると考え
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ている事を指摘しておこう。

加えて，取引が，不確実性/複雑性の下で行なわれるときには，完全な

「意思決定の樹 (decisiontree) Jを示すことは，非常にコストがかかるし，

多分不可能であろうから，合理性の限界が制約要因となり，比較経済システ

ム的選択が提起されることになるので、ぁZ(1975，p.23〉。

さて， こうして， ウィリアムソンにおいては I個人の制約付の合理性」

が，その限りで意味をもっ「環境の不確実性/複雑性」と結びつけられて議

論され， とりわけ， I条件付請求権市場J(contingent claims market)の存

在との関連において，まず第 1に「市場」と「組織」が比較システム的に検

討されるのであるが，その事をみる前に，ウィリアムソンの「制約」に関す

る取り扱いとバーナード理論との関連性をより立入ってみておこう。

4.4 I制約的要因」……バーナードとウィリアムソン

以上のように，ウィリアムソンにあっては「制約的要因J(人聞の〉とし

て，まず，神経生理学的限界と言語上の限界が指摘され，それが取引をとり

まく環境上の要因である不確実性/複雑性と，不可分にして「組織の失敗の

フレーム・ワーク」を構成するのであるが，パーナードにあっては， I個人」

に目的との関連で制約が認識されるときに「協働」が問題となり，その制約

として， (1)個人の生物的才能または能力と， (2)環境の物的要因の結合にまず

重点がおかれる (1976，p. 25)。そして， Iそもそも「制約」というものは「目

的の観点」からみた全体情況の関数である。目的がはっきりしていなけれ

ば， I制約」と L、う言葉を使うことは無意味である。……要因に関して制約と

いわれるものでも，実は他の諸要因との関連においてはじめて明確になるも

のである。……制約が全体情況のなかにあることは，明らかである。J(1976， 

p.25) と説かれている。

以上の説明により，協働という現象を考えるさいに，鍵となる「制約的要

因」が「目的Jとの関連で考慮されなくては意味がないことを強調している

点は，前述のように，ウィリアムソンと対照的であるが， I制約」要因の，相
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互関連性，不可分性の指摘に関してはウィリアムソンの議論の随所に登場す

る事 (1975，pp. 22， 24， 27， 31， 39)を考えると，バーナードの主張は，ウィ

リアムソンにおいても明確な形で追認されていると考えられるのである。

次にノミーナードは，物的環境に適応するに際しての，人間の生物的制約は

(1976， p. 28)， (a)人間のエネルギーを環境に適用することについての制約

(1976， pp. 29ー30)，(b)知覚についての制約， (c)環境を理解し，あるいは環

境に反応することについての制約 (1976，pp. 32-33)，をあげて論じている。

以上の事から，ウィリアムソンにおける人間的制約についても，バーナー

ド理論の基礎の上にたつ展開が行なわれていると考えることが出来るのであ

Q 。

もっとも，環境の不確実性/複雑性に関しては，バーナードにおいても散

見されるが (1976，pp. 6， 23) I経営者の役割」の中では，明確にまとまった

形で論じられていないのは，サイモンに対する前述の指摘が同様にあてはま

るものと思われる。さらにこのことは，恐らく彼自身の組織の目標が比較的

安定的であった事と無関係ではないであろう〉 (Andrews，1976，p.26，さらに

pp. 20-21も参照〉。

ただ，ウィリアムソン流の考え方にたつなら，パーナードの「主著」の 1

つの大きな関心は， I組織」に関する議論にあった故に，不確実性/複雑性と

いう環境要因が明示されなかったという解釈もなりたつで、あろう。つまり，

第一次近似的には， I組織」とは，不確実性 (uncertainty)を吸収すると L、

うのがウィリアムソンの出発点である。

ウィリアムソンにおいては，さらに，将来の不確実性との関連においては，

完全な条件付財の市場と，不完全なもしくは費用のかかる I条件付財の市

場」の議論が登場し，そのことが， ミクロ・エコノミックスにおける「保険

とモラル・ハザード」の問題が， I情報の偏岩」および「オポチュニスム」と

の関連で述べられているのが新しいと言えよう。

最後に，ウィリアムソンにおいては合理性に限界がなかったとしたなら，

複雑性がどんな程度であれ I条件付請求契約J(contingent c1aims cont-
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racting)は完了(完全に履行〉されるのである (1975，p. 22)。

4.5 協働体系一組織一管理…パーナード理論

以上，ウィリアムソン(1975)の「組織の失敗のフレーム・ワーク」のう

ち，人間的要因としての「制約付の合理性」および，それと対になった「環

境の不確実性/複雑性」をみてきた。ウィリアムソンにあっては，次いで

「市場媒介的取引」対「内部組織化した取ヲIJの比較が行なわれることになる

のであるが，バーナードにあっては協働体系における，物的・生物的要因が

述べられた後， I心理的・社会的要因」が議論されることになる。

次いで，要因の統合物としての協働行為および協働的情況における制約と

その克服といった内容が論ぜられ (1976，pp. 47-61)， さらに，協働が全体

情況の社会的側面であり，また社会的要因が協働から生ずること，又，協働

の永続性が，協働の(a)有効性と (b)能率とし、う条件に依存すること，および，

協働の不安定や失敗が，これらの過程，つまり， (a)環境との関連における協

働体系全体に関する過程， (b)個人聞に満足を創造したり分配したりすること

に関する過程，の欠陥から生ずること，又各過程の組合せの欠陥から生じる

こと，最後に，管理者の諸職能が，これらの過程の有効な適応を確保すると

いうことにある事を述べ，第 1部「協働体系に関する予備的考察」をしめく

くっている。次いで，第2部は I公式組織の理論と構造」であり，そこに

おいては，まず I公式組織の定義」を出発点として，公式組織に不可欠な

三要素(第 3部に入って各論が展開される)， 複合公式組織の構造，非公式

組織，および，第3部では，組織と同義とされる「専門化(もしくは分業)J

に関する議論，および三要素，最後に「意思決定」の「機因，証拠，機会主

義(オポチュニスム)J が述べられていくのであるが(次いで第 4部では，

「協働体系における組織の機能」として，管理職能，管理過程，管理責任の性

質が論ぜられていくことになる)，こうした輪郭をもっバーナード理論は，ウ

ィリアムソン理論に照らしながらみるとき， 1つには， 協働体系に関する記

述はもとより，組織，管理論の理論に至るまで，相関連する制約要因を念頭
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におきながら読むことが，理解の大きな鍵となるという事が判明するのであ

る。その事は，例えば，制約要因としての「社会的要因」は，ウィリアムソ

ンにあっては， I Atmosphere Jとの関連で，パーナードにおける「意思決定

の機会主義的側面」は以下に述べるウィリアムソン流の解釈として，又「複

合公式組織の構造J(パーナードの「管理職能・過程・責任」は， ウィリア

ムソンにあっては，組織の構造との関連でも論じられる内容と推定される〉

等，パーナードーウィリアムソンの結びつきが，多く指摘されるのである。

さらに，指摘しておかなくてはならない事はパーナードにおける「管理責

任」に関するリー夕、、ーシップと道徳的要素が，ウィリアムソンによっては，

少なくとも明示的には視野に入ってこないと言うべきであろう。もっともこ

れらの要素も，協働における制約要因として，広くウィリアムソンの「組織

の失敗のフレーム・ワーク」との関連で論じる事が出来るかも知れないので

あるがく例えば，意思決定におけるオポチュニスムと道徳的側面についての

ウィリアムソンとの関連は，若干本稿でもその関連性を指摘できょう〉ここ

で、は，以下のウィリアムソン理論の展開上，彼のイメージにあると考えられ

る組織の定義が，バーナードの組織の定義を援用して構成出来そうであるこ

とを指摘するに留め，次に進みたい。

組織の定義

ノミーナード;“Asystem of consciously coordinated activities or forces 

of two or more persons" 

ウィリアムソン:“Asystem of consciously coordinated transactions 

of two or more persons" 

(なお， Ouchi (1977， p. 542)の，“……Williamsonviews an economy 

as a network of transactions which has moveable boundaries which de-

fine firms or organizations: the boundaries wi11 be set wherever they 

minimize the cost of completing these transactions."とL、う説明も参照

されたい。〉

1) さらに， Simon (1975， p. 21， 1976， pp. xxviii， 240-241)も参照されたい。ウイ
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リアムソンは，サイモγ(1957)の段階では， I条件付請求権市場」に関する議論が未

だき安明期であったという制約により， I不完全な条件付請求権財の市場」に代わるも

のとして「内部組織」をイメージにおいていたかどうか明らかでないと述べている

(1975， pp. 21-22)。

2) そして，後者については，コモンズ(JohnR. Commons)の政党のリーダーの例を

引用している (1934，p. 750， in Williamson， 1975， p. 24)。さらにバーナード (1976，

PP.93-94)も併せて参照されたい。

3) I意思決定の環境」という用語については，バーナード (1976，pp. 194-198)を参

照されたい。

4) ここで， 意思決定を「漸近法の過程」 とみるバーナードの指摘 (1968，p. 206)を

参照されたい。

5) ウィリアムソンは，デシジョ γ ・トリーとの関連では不確実性に関する議論を行な

っている Feldman& Kanter (1965， p. 615)，複雑性に関しては，チェスを例にとり

あげたノイマンとモノレゲンシュテル、ノ (1967，p. 125)，サイモン (1972，p. 166)によ

っている。さらに不確実性に関して， I条件付請求権契約 (contingentclaims cont-

racting)Jの限界に関するミード(1971， p. 166)の議論を引用している。加えて，不確

実性，複雑性下の意思決定に関しては，マクリモンとテイラー(1976，pp.1402-1424) 

も参照されたい。

6) もっとも，バーナードは， I主著」とは別に不確実性に関する論文を書いており

(1976 a))，そ乙においては，ウィリアムソ γによっては“取引"にまつわる不確実性

が中心的にとり扱われているのに対し，ノミーナードにあっては，もっと広い意味での

uncontrollableな不確実性を念頭において議論されているようである。

7) 浅沼(1977)に(その訳語は)従っている。

8) 山本・回杉編(1974，pp. 21-27)に従った。

9) Roethlisberger (1977， pp. 159-163)にそれらの解釈がある。

10) ~Ijな箇所では，“今度はとれが重要な協働の制約となる"と述べている (1976， p. 

37)。

11) 分業を組織と同義とみる見解は，オーウチによれば，ウィリアムソン理論では必ず

しも必要な前提とされていないようであるから (Ouchi，1977， p. 544)， それと，バ

ーナードの「専門化」に関する見解 (1976，p. 142)を比較するととは，興味深い問

題であるがここでは検討しない。

12) 特にウィリアムソンとの関連では， Arrowの組織の定義も参考にされたい (1977，

p. 30)。
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5. 市場取引と内部組織化された取引

5. 1 ウィリアムソン理論

Bounded rationality と uncertaintyJcom plexityとが，制約の全体的情

況であるとして， これらの情況が「内部組織」によって克服されるポテンシ

ヤルをもっという事がウィリアムソンの主張である。これをみていこう。

ウィリアムソンは，内部組織のもつ利点として， (1)適応的・逐時的な意思

決定のプロセス， (2)能率的な符号の進化， (3)期待収数効果の 3つをあげてい

る (1975，p. 25)。

まず(1)については，市場媒介的契約が提起することになるようなオポチュ

ニスムを課すことなく uncertaintyJcomplexityを克服し， デシジョン・ト

リーを事前に特定化したりそれに伴う条件付価格をひき出す事なく，事象が，

逐時的に展開・開示され，可能な結果ではなしに，現実に生起した結果に注

意を移せるという点で boundedrationalityを克服する潜在可能性があると

される (1976，p. 25)。

(2)については，リカレントな市場交換に比して，能率的なコードが進化し，

当事者によって「通り言葉」が使用され， そのことが boundedrationality 

を克服する可能性として指摘されている (1975，p. 25)。

ウィリアムソンは次のようにグエツコウ (1965，p. 551)を引用している。

「コミュニケーションシステムは，それが比較的少ないシンボノレを使って，

大量の意味を伝達する (carry)言語を採用するときに効果的となる。組織

は，青写真 (blueprints)，製品番号システム，仕事上の jargonといったも

のが，組織のコミュニケージョンの効率を促進するのに役立つという事を見

出すのである。J(in Wi11iamson， 1975， p. 25) 

ウィリアムソンは， さらに， コミュニケーションの手段として demonst-

rationや行動による学習(learning-by-doing)等が，個人の「合理性の限

界J(ここでは，言語に関する困難性〉が進行するときに， 相互理解を達成
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する手段となることを指摘している (1975，p. 22)。

以上のように，ウィリアムソンのフレームワークである「合理性の限界」

と「不確実性/複雑性」と L寸対にされた制約的要因は，取引の内部組織化

によって克服される余地をもっているのであるが，第 3に， i取ヲUの内部組

織化が期待の収殺を促進する点において，相互依存的な当事者が変化する市

場環境に関して独立的に決定を行なうときに生じる事が予想される「不確実

性」というものを減ずる上で，大きなメリットが認められている (1975，p. 25)。

ウィリアムソンは，この期待の収数と L、う現象を，マルムグレン (1961)

に依って説明しているのであるが，こうした期待の収数という作用を有する

点において「内部組織化された取ヲIJが， 自律的 (autonomous) な契約者

(contractors)による 1回限りのc1取ヲ|から次の取引への未解決事項を

残さないような)i市場媒介的取引」を凌駕するとの主張を認める事が出来よ

う。

5.2 バーナードとウィリアムソン

ところで，以上のウィリアムソンの議論はパーナードによる「組織の理論」

にあってはどのように把握されているであろうか。

まず，前述の(1)， (2)に関して言うなら， i意思決定の環境J(1976， pp. 193-

208)の中の例えば「組織……で、は， 意思決定の技術すなわち組織の思考過

程があり (1976，p. 208)……意思決定……(は〉……組織伝達と結びついて

いるのであるから，一般的な組織的意思決定は，組織伝達体系の諸センター

で最も正しくなされる (1976，p; 197) oJ という説明が， ウィリアムソンと

の関連で非常に示唆的であり，さらに，本稿では直接触れないが，パーナー

ドの i複合公式組織の構造」に関する理論のー展開とも考えられる，ウィ

リアムソンが自らの「フレーム・ワーク」を一貫して使用しながら， Peer 

Group Associations →Simple Hierarchy →Unitary Form →Multidivisio 

nal Structure →Conglomerate Organization，と積み上げられてL、く理論の

最初に位置する iPeerGroup Jを論じている部分 (1975，pp.45-47)を想起
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するとき，組織伝達と伝達センターの存在が，取引の内部組織化と裏腹の関

係にあって「制約」を克服する可能性が明らかにされていくことを注目した

さらに，パーナードは， “個人行為とは対照的に，組織行為が最高の程度

まで論理的過程によって，特徴づけうること"(1976， p. 194)，“公式組織の

本質は，目的に対する手段を熟慮した上で採用することであり"(1976， pp. 

194-195)， “協働が，個人の生理的な力や感覚よりも卓越したものである

こと"(1976， p. 195)，を示唆している。

こうして，ウィリアムソ γのいう人間の側の要因と，環境の側の要因が，

組織によって克服される可能性のあることが，バーナードによっても明瞭に

指摘されている事を認める事が出来るのである。また，さらに，上記(2)につ

いては，既に触れたところであるがパーナードの「主著」においても，例え

ば，以心伝心 (observationalfeeling) (1976， p. 93)をそのさいたるものと

して，組織のー要素としての「コミュニケーション」の項で触れられている

(1976， pp. 93-94)。

もっとも，パーナードにあっては，コミュニケーションの問題は，権威

(authority) との関連で r組織」にあってはヴァーテイカルなコミュニケ

ーションの経路の確立の可能性として規範的に述べられており (1976，pp. 

168-192，とくに pp.184-189)， それに対しては， 議論の余地もあると考

えられる (Simon，1975， pp. 222)事から， ここでは， ウィリアムソンがコ

ミュニケーションに関して，パーナード理論とは，必ずしも明示的には同じ

扱いを行なっていなL、点を指摘するに留めよう。

ただ，バーナードについては，組織が論理的過程によって特徴づけられて

いるとは言え r非公式組議」の存在にふれて，非論理的組織過程を否定し

ていないし， “組織に参加している個人の行為は，その多くが習慣的，反復

的であり，また組織設計一一(専門化の結果〉によってたんに反応的である"

(1976， p. 194) ことも断っている。これらは， ウィリアムソンにおいては

AtmosphereとL、ぅ keyword (key concept)の枠内で説明されると考え
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られるが，それらの議論は，コミュニケーションのラテラルな関係とも結びつ

いているであろうから (Porterand "Roberts， pp. 1571-1577参照)，詳述

を避け，この点の議論もここで留めよう。

次に，組織が， r期待の収数」という点において「市場」に対しすぐれてい

るという上記(3)についてはどうであろうか。

ノミーナードの「組織目的と手段の連鎖」に関する記述 (1976，pp. 193-

194)は，この期待の収散を促進する，組織の機能的側面と解釈出来ると考え

られるし，この点についても，バーナードの指摘は，ウィリアムソンにリン

クさせる事が出来ると考えるので、ぁぎ。

最後に，これは，バーナードによっては明示がないのであるが， r市場媒介

的取引」も上述した如く，情報の共有との関連性で， コミュニケーション・

ネットワークをつくりあげ，これらが「期待の収数」に資することを指摘し

てよいと考えられる。しかし，ウィリアムソンによれば，それは不完全にし

か発達しないのである 0975，p. 25)。

1) 以上の記述は，バーナード(1975，p. 45)と併せ考えるととが出来よう。

2) ウィリアムソンは，こうした「組織の構造」をふまえた議論を各章毎に順次行なっ

た後， さらに「市場構造」を技術革新・組織革新との関連で論じ，さらに支配的企業

と独占の問題・寡占の問題を，彼の「フレーム・ワーク」を使って説明している。こ

のフレーム・ワークは， r雇用関係の理論Jr中間財市場と垂直的統合(階層化)Jに

関しでも適用され，さらに「垂直的統合と企業規模に関する限界JCいわゆる「逆機能」

を含む，ウィリアムソンの用語でいえば“症候群的症状"を起す事が論じられてい

る〉も扱われている事に注意したい。

3) コミュニケーションの問題に関しては，上記グェッコウ(1965)以降のレヴュー論

文としては， Porter and Roberts (1976)がすぐれている (Hammeret al.， 1977， 

p. 163，参照〕。

4) 組織を公式一非公式両極に分離する事に対する新しい見解としては， Porter et al. 

(1975， pp. 21-22)を参照されたい。

5) r目的一手段の連鎖」については，他に， Simon (1975， pp. 79-84)， Porter et al. 

(1975， pp. 83-85)を参照されたい。もっとも， Simon (1975)によっては， 目的の

ハイアラーキーの不完全である事が指摘されている。 Porteret al. (1975)について

は， r組織の定義」に関する議論の随所に (pp.86-87， 97， 96-98)， r期待の収数」
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を予想させる記述をみつけるととが出来る。ちなみに彼らによる定義は，さらに，

Porter & Roberts (1976， pp. 1567-1568)にも簡潔に再述されている。

6) ウィリアムソンに従えば，今迄説明を加えてきた「フレーム・ワーク」の枠を乙え

て，調整を経ない故に，下位単位的な利得の増大を図るという「オポチュニスティッ

クな行為」によって，集団的計算よりも，個人的な(局所的な)利得の優先の危険性

が指摘されるべきであろうし，また，内部組織化された取引においても，そのような

危険性が十分あると考えられるが， それは“内部的監査"との関連で後述されよ

うo 以上の議論は，バーナードにあってはシステムとの関連概念であるゲシュタノレト

(積極的な意味では， ホーソン効果， もしくはシナジー効果〉の議論と結びつくと考

えられる。

(未完)
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